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各  位 

会 社 名：アサヒグループホールディングス株式会社 

代表者名：代表取締役社長 小路 明善 

（コード：2502 東証第 1 部）

問合せ先：広報部門ゼネラルマネジャー 田中 隆之 

（TEL：03－5608－5126） 

インドネシア飲料合弁事業の株式譲渡に関するお知らせ

10 月 2 日付「インドネシア飲料合弁事業の株式譲渡交渉開始に関するお知らせ」にてご案内いたしました

通り、当社は、当社の 100%子会社である Asahi Group Holdings Southeast Asia Pte. Ltd.,（以下「AGHSEA

社」）が保有する PT Asahi Indofood Beverage Makmur（以下「AIBM 社」）及び PT Indofood Asahi Sukses 

Beverage（以下「IASB 社」）の全株式を、合弁パートナーである PT Indofood CBP Sukses Makmur Tbk（以下

「ICBP 社」」）及び ICBP 社の親会社である PT Indofood Sukses Makmur Tbk の子会社である PT Prima 

Intipangan Sejati（以下「PIPS 社」）に譲渡する交渉を進め、本日 ICBP 社及びＰＩＰＳ社と株式譲渡契約を締結

いたしましたので、下記の通りお知らせいたします。 

記 

１． 本件の概要 

  当社及び AGHSEA 社が本日 ICBP 社及び PIPS 社との間で締結した AIBM 社及び IASB 社株式の譲渡 

契約の概要は次のとおりです。 

（1） 契約締結日：2017 年 12 月 22 日

（2） 契約当事者：（売主）AGHSEA 社、（買主）ICBP 社、PIPS 社

（3） 譲渡対象の株式：AIBM 社発行済株式 1,210,000 株の 51% （当社持分の全株式/617,100 株）

IASB 社発行済株式 1,290,000 株の 49% （当社持分の全株式/632,100 株） 

AIBM 社の子会社である PT Prima Cahaya Indobeverages、 PT Tirta Sukses 

Perkasa、及び IASB 社の子会社である PT Tirta Makmur Perkasa、PT Buana 

Distrindo の４社の株式も間接的に譲渡対象となります。 

（4）譲渡価格：20,000,000 米ドル（約 23 億円※） ※１米ドル＝113.22 円で換算（12 月 21 日現在）

２． 譲渡対象会社の概要 

（1）名称 PT Asahi Indofood Beverage Makmur 

（2）所在地 インドネシア共和国 ジャカルタ

（3）代表者の役職・氏名 社長 北崎正虎 

（4）事業内容 清涼飲料の製造 

（5）資本金 1,210bn IDR（102 億円）（※） 

（6）設立年月日 2012 年 9 月 

（7）大株主及び持分比率 AGHSEA 社（当社グループ） 51%、ICBP 社 49% 

（1）名称 PT Indofood Asahi Sukses Beverage 

（2）所在地 インドネシア共和国 ジャカルタ

（3）代表者の役職・氏名 社長 Tjhie Tje Fie 

（4）事業内容 清涼飲料の販売及び流通 

（5）資本金 1,290bn IDR（108 億円）（※） 

（6）設立年月日 2012 年 9 月 



（7）大株主及び持分比率 AGHSEA 社（当社グループ） 49%、ICBP 社 51% 

   ※１IDR＝0.0084 円で換算（12 月 21 日現在） 

 

３． 株式譲渡先の概要 

(1)名称 PT Indofood CBP Sukses Makmur Tbk 

(2)所在地 インドネシア共和国 ジャカルタ 

(3)代表者の役職・氏名 社長兼 CEO アンソニー・サリム（Anthoni Salim） 

(4)事業内容 インスタント麺、乳製品、調味料、スナック食品、乳幼児食品の加

工食品の製造、販売、流通 

 

(1)名称 PT Prima Intipangan Sejati 

(2)所在地 インドネシア共和国 ジャカルタ 

(3)代表者の役職・氏名 代表取締役 Hendra Widjaja 

(4)事業内容 投資会社 

 

４． 今後のスケジュール 

   クロージングまでの今後のスケジュールの概要は次のとおりです。 

2018 年 3 月 29 日（予定） 株式譲渡実行のための先行条件充足を条件に、クロージングを実行。 

 

５． 業績への影響 

本件が、当社の 2017 年 12 月期の個別業績及び連結業績に与える影響は、軽微と見込んでおります。 
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